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 産業保健の歴史年表 1972 - 2020

産業保健支援体制の変遷／記憶に残る重大事件
近年のキーワード／産業保健スタッフの役割

バックナンバーの閲覧と検索ができます。https://www.johas.go.jp/tabid/128/Default.aspx

産業保健の四半世紀
相澤好治／大久保利晃／櫻井治彦／半田有通／松本吉郎

［誌上参加］ 河野慶三　

創刊100号記念
特別

座談会



■1995-【創刊号】①働く人々の健康確保を担う産業保健セン
ター②半健康からのUターン【第２号】職場巡視で安全衛生
UP −職場巡視の勘所−

■1996-【第３号】座談会「これからの産業医は何をなすべき
か 拡がる守備範囲の中で的確な対応を」【第４号】心の健康を
支える仕組みづくり −今、求められるメンタルヘルスケア−
【第５号】こんな工夫で見違える職場に −職場改善の方法と
実際−【第６号】衛生委員会は産業保健の最前線だ 衛生委員
会−積極的参加の勧め

■1997-【第７号】詳解 改正労働安全衛生法 −産業医の要件強
化や健診後の措置の充実図る−【第８号】こうして進める健
康診断実施後の措置【第９号】自発的な保健行動への誘い 保
健行動を支援する産業保健スタッフのあり方への提案【第10
号】健診結果をどう読む、どう使う 「悪しき生活習慣」の改善
に向けた 健康診断の利用法

■1998-【第11号】健康づくりをコスト評価する！  健康づく
りの経済的評価【第12号】女性労働者の産業保健管理【第13
号】メンタルヘルスの実践 −心療内科の視点から【第14号】
座談会 地域産業保健センター活動の展開

■1999-【第15号】一般健康診断項目の見直し【第16号】産業
保健推進センターの活用法【第17号】ごみ焼却施設等におけ
るダイオキシン類対策について【第18号】労働安全衛生マネ
ジメントシステムのポイント

■2000-【第19号】核燃料加工施設における臨界事故と職場に
おける放射線安全管理【第20号】労災病院の専門センター【第
21号】深夜業の健康管理の充実  〜労働安全衛生法改正、関係
省令、 事後措置指針の解説〜【第22号】事業場における労働
者の心の健康づくりのための指針について

■2001-【第23号】座談会 地域産業保健センターの活性化【第
24号】労働者の健康情報の取り扱いについて −「中間報告」
をうけて−【第25号】二次健康診断と特定保健指導で「過労
死」等を予防【第26号】職場におけるストレス対策

■2002-【第27号】座談会 産業保健推進センターに期待する
【第28号】自殺予防−職場における取り組み【第29号】過重
労働による健康障害防止のための総合対策 について −産業医
等による保健指導で健康管理の充実を【第30号】ＶＤＴ作業
の健康障害予防対策

■2003-【第31号】職場におけるウイルス肝炎対策【第32号】
労働災害防止のための５カ年計画と産業保健現場の実践 −過
重労働・ストレスによる健康障害等も視野に【第33号】企業
形態別に進める小規模企業の健康管理【第34号】自覚症状・
勤務状況から自分の疲労蓄積度をチェック

■2004-【第35号】労働福祉事業団第８回産業保健調査研究発
表会報告【第36号】座談会 産業保健推進センターのさらなる
展開をめぐって【第37号】海外勤務者の健康管理【第38号】
座談 使用者責任と産業保健活動

■2005-【第39号】うつ病対策に取り組むために【第40号】心
の健康問題により休業した労働者の職場復帰をめぐって【第
41号】石綿による健康障害防止のために【第42号】座談会 危
機管理への産業保健職の関与

■2006-【第43号】労働安全衛生法の改正について −面接指導
制度の創設を中心に−【第44号】「石綿による健康被害の救済
に関する法律」の成立と「アスベスト問題に係る総合対策」
をめぐって【第45号】過重労働による健康障害防止のための 
総合対策と面接指導の実際【第46号】「労働者の心の健康の保
持増進のための指針」 をめぐって

■2007-【第47号】職場における化学物質等のリクスアセスメ

ント【第48号】「産業保健推進センター事業による効果把握の
ための実態調査」について【第49号】職場における母性健康
管理をめぐって【第50号】睡眠障害の基礎と職場における指
導の留意点

■2008-【第51号】職域における自殺予防対策のポイントと実
際【第52号】地域産業保健センターにおける働き盛り層のメ
ンタルヘルスケア支援事業【第53号】新型インフルエンザ対
策【第54号】特定健康診査・特定保健指導における産業保健
担当者の役割

■2009-【第55号】メンタルヘルス対策における事業場外相談
機関の役割【第56号】小規模事業場における面接指導の展開
【第57号】職場のメンタルヘルス対策における職場復帰支援
のありかた【第58号】職場における受動喫煙の実際

■2010-【第59号】職場における高齢労働者への安全衛生【第
60号】健康管理としてのワーク・ライフ・バランス【第61
号】産業保健活動とマネジメントシステム・リスクアセスメ
ント【第62号】メンタルヘルス対策支援センター事業を振り
返って

■2011-【第63号】産業保健職と危機管理  〜コンプライアン
スの視点から〜【第64号】非正規労働者の健康管理【第65号】
大震災 そのとき産業保健は【第66号】休職から復職における
産業保健職のかかわり方

■2012-【第67号】就労女性の医療と産業保健【第68号】勤労
者医療のあり方  〜循環器疾患やがんに関する両立支援【第69
号】精神障害の新たな労災認定基準と産業保健の対応【第70
号】緊急特集 職業性胆管がん

■2013-【第71号】放射線業務および除染作業等の安全衛生管
理【第72号】また大規模災害が起きたら  −産業保健スタッフ
が今、備えておくこと−【第73号】第12次労働災害防止計画
と産業保健活動の関わり方【第74号】職場における腰痛予防
対策

■2014-【第75号】化学物質管理におけるこれまでの経緯と今
後の課題【第76号】スタート！！産業保健三事業一元化【第
77号】化学物質管理におけるこれまでの経緯と今後の課題
【第78号】従業員の健康意識を向上させるヒント

■2015-【第79号】治療を受けながらいきいき働くために【第
80号】ストレスチェックの実施に向けて【第81号】職場にお
ける受動喫煙防止対策のポイント【第82号】職場環境改善と
ポジティブ・メンタルヘルス

■2016- 【第83号】今後の産業保健をめぐるスムーズな連携
【第84号】高齢者雇用時代における産業保健【第85号】リス
クアセスメントの義務化スタート！ 今後の化学物質管理を考え
る【第86号】産業保健スタッフが知っておくべき過重労働対策

■2017-【第87号】感染症予防 〜産業保健スタッフが取り組む
べき危機管理〜【第88号】精神障害者の就労と産業保健のか
かわり【第89号】産業医制度のこれから【第90号】ダイバー
シティ経営と産業保健のかかわり

■2018-【第91号】ハラスメント対策と産業保健【第92号】
中小企業における産業保健活動の取組み方【第93号】第13次
労働災害防止計画と産業保健【第94号】建設労働者の安全管
理・健康管理

■2019-【第95号】産業保健スタッフのための発達障害の基礎
知識【第96号】「働き方改革」と産業保健【第97号】石綿（ア
スベスト）対策【第98号】ワーク・エンゲイジメントを活か
した産業保健活動

■2020-【第99号】海外派遣労働者に向けた産業保健活動【第
100号】特別座談会 産業保健の四半世紀

『産業保健21』創刊号～100号全特集タイトル



産業保健の四半世紀
相澤　好治　　『産業保健21』編集委員長
　　  　　　　　　北里大学名誉教授　

大久保　利晃　労働安全衛生総合研究所
　　　　　　　　  研究推進・国際センター特任統括研究員

櫻井　治彦　　（公社）日本作業環境測定協会会長

創刊100号記念　特別座談会

I   産業保健支援体制の変遷 
１．整備の時代
２．整理・仕分けの時代
３．再構築と発展の時代

II  記憶に残る重大事件 
１．ダイオキシン、アスベスト、職業性胆管がん
２．自殺者急増、電通事件の最高裁判決
３．東海村JCO 臨界事故、福島第一原子力発電所事故

III 近年のキーワード 
１．医師の働き方改革
２．治療と仕事の両立支援
３．リスクアセスメント
４．受動喫煙対策
５．メンタルヘルス、ストレスチェック
６．THPと健康経営

IV産業保健スタッフの役割 
１．産業医大「産業医学基本講座」
２．産業医の国際基準はこうして生まれた
３．産業医を支援する全国的な組織を
４．地域中心に健康データをもう一度つなぎなおす
５．産業医は選べない
６．産業保健師の活躍

産業保健の歴史年表　1972-2020 
産業医の誕生から働き方改革関連法・受動喫煙防止法まで
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編集委員長　相澤好治
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半田　有通  　（一社）日本ボイラ協会専務理事

松本　吉郎  　（公社）日本医師会 常任理事

【誌上参加】
河野　慶三  　河野慶三産業医事務所
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労働安全衛生法公布以来の主要な法令・規則などの改正を中心に産業保健の歴史を簡単な年表にまとめてみ
ました。産業保健推進センターが設立された平成５（1993）年に至るまでは100号誌面の記事に関係する年
を入れました。

産業保健の歴史年表 1972 - 2020
産業医の誕生から働き方改革関連法・受動喫煙防止法まで

６月／労働安全衛生法公布、順次施行　※「産業医」誕生

４月／産業医科大学開設

５月／労働安全衛生法改正　※「健康教育等」69条追加
９月／「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（THP指針）公表

４月／産業保健推進センター開設
　　　※当初全国６か所。平成15（2003）年度までに47都道府県に開設
　　／地域産業保健センター開設（各都道府県）※以降各地域に設置
　　／第８次労働災害防止計画開始（平成10年３月まで）

９月／「職場における腰痛予防対策指針」公表

４月／労働安全衛生法施行令の改正
　　　※茶石綿（アモサイト）、青石綿（クロシドライト）等の使用等禁止
７月／本誌『産業保健21』創刊（発行：労働福祉事業団・産業保健推進センタ

ー）※以降、３か月ごとに発行

２月／「職場における喫煙対策のためのガイドライン」公表
６月／労働安全衛生法改正
　　　※「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」

２月／「THP指針」改正

４月／第９次労働災害防止計画開始（平成15年３月まで）
６月／労働安全衛生規則改正　※健康診断項目（HDLコレステロール、血糖検

査）追加

４月／「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」公表　2006年、
2019年改正

５月／労働安全衛生法改正
　　　※深夜業に従事する労働者の自発的健康診断制度の創設
　　　化学物質等安全データシート：MSDS（現SDS）の交付義務づけ
９月／「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」公表

千日デパート火災（5月）　

成田空港開港（5月）

日航機羽田沖墜落（逆噴
射）事故（2月）

ソ連でペレストロイカ（1
月）

非自民党政権、細川連立政
権成立（８月）／ EU発足
（11月）

向井氏スペースシャトル乗
船、日本人女性初（7月）

阪神・淡路大震災、死亡
6,432人（１月）

在ペルー日本大使公邸占拠
事件（12月）

大阪府内のごみ焼却施設敷
地内とその周辺でダイオキ
シン検出／北海道拓殖銀
行・山一証券破綻（金融危
機）（11月）

自殺者急増　以後14年間、
年間３万人超／日本長期信
用銀行破綻（10月）

東海村 JCO 臨界事故　至
近距離で中性子線を浴び
た作業員２人が死亡、１
人が重症、被ばく 667 人　
INES レベル４（９月）

1972（昭和47）年

1978（昭和53）年

1982（昭和57）年

1988（昭和63）年

1993（平成５）年

1994（平成６）年

1995（平成７）年

1996（平成８）年

1997（平成９）年

1998（平成10）年

1999（平成11）年

年 時期／出来事（産業保健） 事件、事故、話題
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３月／「化学物質等による労働者の健康障害を防止するため必要な措置に関
する指針」公表

８月／「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」公表

１月／厚生省と労働省を統合し、厚生労働省発足
４月／労災保険法改正により、労災保険二次健康診断等給付開始
６月／ ILO「労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）ガイドライン」

公表
12月／「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認

定基準について」公表

２月／「過重労働による健康障害防止のための総合対策」（旧総合対策）公表
４月／「ＶＤＴ作業における労働衛生管理のためのガイドライン」公表

３月／「健康づくりのための睡眠指針」公表
４月／第10次労働災害防止計画開始（平成20年３月まで）
５月／「新たな職場における喫煙対策のためのガイドライン」公表

３月／「大規模製造業における安全管理の強化に係る緊急対策要綱」公表
４月／労働福祉事業団廃止、独立行政法人労働者健康福祉機構設立
６月／事務所衛生基準規則および労働安全衛生規則改正
　　　※空気環境の調整について等
10月／「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」公表
　　／労働安全衛生法施行令改正
　　　※建材、摩擦材、接着剤への白石綿（クリソタイル）使用禁止

２月／石綿障害予防規則制定、同年７月施行
７月／労働安全衛生法改正
　　　※リスクアセスメント努力義務、安全管理者の選任時教育、
　　　　製造業の元方事業者による作業間の連絡調整等
　　　　過重労働・メンタルヘルス対策等

２月／「危険性又は有害性等の調査等に関する指針（リスクアセスメント指
針）」公表

３月／「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」公表
　　／「労働者の心の健康の保持増進のための指針（メンタルヘルス指針）」

公表
　　／「過重労働による健康障害防止のための総合対策」公表
８月／「製造業における元方事業者による総合的な安全衛生管理のための指

針」公表
９月／労働安全衛生法施行令、石綿障害予防規則改正
　　　※特定の製品を除くすべての物に対する石綿の使用禁止

４月／労働安全衛生規則改正　
　　　※腹囲の検査を健診項目に追加　コレステロール検査の変更（メタボ

対策）
７月／「職業上の安全及び健康を促進するための枠組みに関する条約（ILO第

187号）」批准
11月／「THP指針」改正

電通事件　1991年の「過
労自殺」に企業責任（最
高裁判決、３月）

アメリカ同時多発テロ事
件（9月）

小泉首相訪朝（9月）／中国
でSARS症例報告（11月）

栃 木 県 の タ イ ヤ 工 場 火
災、住民避難／愛知県の
製鉄所でガスタンク爆発
（9月）

美浜発電所で蒸気噴出事
故　死亡５人、重軽傷６
人、放射能漏れなし（８
月）

アスベスト（石綿）問題
石綿取り扱い工場の作業
者や周辺住民の健康被害
報道で社会問題化（６月）

石綿被害救済法施行（３
月）

派遣労働者の労働災害多
発（７月）／過労を原因
とする脳・心臓疾患の労
災認定　過去最多（７月）

2000（平成12）年

2001（平成13）年

2002（平成14）年

2003（平成15）年

2004（平成16）年

2005（平成17）年

2006（平成18）年

2007（平成19）年

年 時期／出来事（産業保健） 事件、事故、話題
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３月／「過重労働による健康障害防止のための総合対策について」改正
４月／第11次労働災害防止計画開始（平成25年３月まで）

３月／「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」を改訂
４月／メンタルヘルス対策支援センター設置　（各都道府県の産業保健推進セン

ター内など）

４月／労働安全衛生規則等改正
　　　※定期健診における胸部エックス線検査等の対象者見直し
12月／事業仕分けにより産業保健推進センターの見直しを閣議決定
　　　※47か所のセンターについて３分の２を上回る統廃合などの業務の縮減

12月／「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染
するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」（除染電離則）制定

12月／「心理的負荷による精神障害の労災認定基準」策定
　　　※うつ病など精神障害の認定基準がわかりやすく

３月／「化学物質等の危険性又は有害性等の表示又は通知等の促進に関する指
針」公表

　　　※規制外の特定危険有害化学物質等（国連GHS準拠）について
　　　　ラベル表示・SDS交付の努力義務
７月／「有機溶剤中毒予防規則等の一部を改正する省令」公表
　　　※化学物質の発散防止抑制措置

３月／平成24年度末までに、47センターあった産業保健推進センターは全国15
か所に統合し、他の32か所は「産業保健推進連絡事務所」に変更

４月／第12次労働災害防止計画開始（平成30年３月まで）
６月／「職場における腰痛予防対策指針」改訂
10月／特定化学物質障害予防規則一部改正
　　　※1,2-ジクロロプロパン（胆管がんの推定原因物質）措置対象物質に追

加

４月／地域産業保健事業、産業保健推進センター事業、メンタルヘルス対策支
援事業を「産業保健活動総合支援事業」に一元化（産業保健三事業の一
元化）

６月／労働安全衛生法の改正
　　　※ストレスチェック制度導入
　　　　受動喫煙防止対策　努力義務
　　　　特定化学物質のリスクアセスメント義務化

／過労死等防止対策推進法公布
11月／特定化学物質障害予防規則改正
　　　※DDVP（ジメチル-2,2-ジクロロビニルホスフェイト）およびクロロホ

ルムなど11物質追加
／過労死等防止対策推進法施行

３月／経済産業省「健康経営銘柄」発表
６月／労働安全衛生法・受動喫煙防止対策努力義務化施行
７月／「過労死等の防止のための対策に関する大綱」閣議決定
11月／特定化学物質障害予防規則改正
　　　※ナフタレン、リフラクトリーセラミックファイバー追加
　　／「THP指針」改正
12月／労働安全衛生法・ストレスチェック制度施行

過労や職場のストレスに起
因する精神疾患の労災認定
が過去最多に

民主党・鳩山内閣成立（９
月）／事業仕分け（11月）

小惑星探査機はやぶさ、小
惑星イトカワから帰還（6
月）

東日本大震災発生　死者・
行方不明者約２万人（３
月）／福島第一原発事故　
INESレベル７（３月）

職業性胆管がん問題　大阪
府内の印刷事業場で従業員
等が胆管がんを発症（５
月）／自殺者微減　14年
ぶり年間３万人を切る

CERNでヒッグス粒子確認
（10月）

アメリカでオバマケアに
よる保険適用が始まる（1
月）

中東呼吸器症候群（MERS
コロナウイルス）、韓国で
流行（5月）

2008（平成20）年

2009（平成21）年

2010（平成22）年

2011（平成23）年

2012（平成24）年

2013（平成25）年

2014（平成26）年

2015（平成27）年

年 時期／出来事（産業保健） 事件、事故、話題
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２月／「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」公
表

４月／労働者健康福祉機構が労働者健康安全機構に改組
　　　※労働安全衛生総合研究所を統合、日本バイオアッセイ研究センター事

業を追加
６月／「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」制定（旧

指針は廃止）
／労働安全衛生法・特定化学物質リスクアセスメント義務化施行

　　　※640物質（SDS交付義務）中の未規制物質への対策

１月／特定化学物質障害予防規則改正
　　　※オルト-トルイジン、特定化学物質（第２分類）に追加　特殊健康診断

の対象物質
　　　経皮吸収対策（該当物質の製造・取り扱い時の保護眼鏡、不浸透性の保

護衣、保護手袋、保護長靴着用を義務化）
２月／経済産業省、最初の「健康経営優良法人」発表、認定制度開始
　　　※「健康経営」がブームに
４月／特定化学物質障害予防規則改正
　　　※MOCA（３，３’-ジクロロ- ４，４’-ジアミノジフェニルメタン）の特

殊健康診断の検査項目に膀胱がんを追加
６月／産業医制度に係る省令改正
　　　※産業医の定期巡視頻度緩和、情報取得権限強化

／特定化学物質障害予防規則改正　※三酸化二アンチモン追加
８月／労働安全衛生規則の一部を改正する省令公布（施行は一部を除いて平成

30年７月）
　　　※表示・通知義務対象物質にアスファルト等10物質追加
　　　　非晶質シリカを除外（結晶質シリカは従前）

３月／ ISO45001発行　OHSAS18001からの移行が始まる
　　　※労働安全衛生を含めた統合マネジメントシステムが運用可能に
４月／第13次労働災害防止計画開始（令和５年３月まで）
７月／働き方改革関連法公布（労働基準法、労働安全衛生法などの改正を含む）
　　　⇒労働安全衛生法改正　※産業医・産業保健機能強化
　　　⇒労働基準法改正　※時間外労働上限規制、年次有給休暇の時季指定、
　　　　高度プロフェッショナル制度、フレックスタイム制拡充、
　　　⇒労働時間等設定改善法制定　※勤務間インターバル制度
　　　⇒パートタイム・有期雇用労働法制定（パートタイム労働法改正）

／健康増進法改正（通称「受動喫煙防止法」）
　　　※受動喫煙防止の段階的強化（令和２年４月から原則屋内禁煙）
12月／出入国管理法改正
　　　※在留資格「特定技能」新設、外国人労働者受け入れ拡大（平成31年４

月施行）

４月／改正労働安全衛生法　労働基準法、労働時間等設定改善法施行
　　     「過重労働による健康障害防止のための総合対策」改正
７月／「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン」公表
　　　　「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」公表

４月／受動喫煙防止法（原則屋内禁煙）完全施行
　　／パートタイム・有期雇用労働法施行（中小規模企業は2021年４月から）
　　／「過重労働による健康障害防止のための総合対策」改正

熊本地震発生（４月）

ドナルド・トランプが第
45代アメリカ大統領に就
任（1月）／アメリカ、パ
リ協定離脱を公式表明（６
月）

北海道胆振東部地震、295
万戸で停電　国内初のブラ
ックアウト（９月）／
アメリカ、UNESCO脱退
（12月）

皇太子徳仁親王が天皇即
位、令和に改元（5月）／
日本でラグビー W杯（９
月）

イギリス、EU離脱（１月）

2016（平成28）年

2017（平成29）年

2018（平成30）年

2019（平成31 ／
　　　令和元）年

2020（令和２年）

年 時期／出来事（産業保健） 事件、事故、話題
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相澤　本誌『産業保健21』は1995（平成７）年７月に創

刊いたしました。以来、３か月ごとに発行を続けてお

り、2020（令和２）年４月発行の号でちょうど100号

を迎えます。それを記念してこのたび、『産業保健の四

半世紀』と題して、座談会を開催することにいたしま

した。

　産業保健に造詣が深い５人の方に声をおかけしたとこ

ろ、河野先生はあいにくスケジュールが合わず、事前

I 産業保健支援体制の変遷

本誌が創刊された1995（平成７）年から四半世紀の時が過ぎ、その間、産業保健そのものも、それを取
り巻く支援体制や法制などもさまざまに変化してきました。相澤本誌編集委員長を始め、産業保健の成
長と発展に貢献されてきた６名の先生方に、その歴史を振り返り、これからを展望していただきます。

創刊100号記念 特別座談会

産業保健の四半世紀

半
はんだ

田有
ありみち

通
（一社）日本ボイラ協会専務理事　
元・厚生労働省安全衛生部長

松
まつもと

本吉
きちろう

郎
（公社）日本医師会 常任理事　
前・（一社）大宮医師会会長

河
こうの

野慶
けいぞう

三　※事前インタビューによる誌上参加

河野慶三産業医事務所　
元・厚生省、労働省技官、元・ALL−FX統括産業医

相
あいざわ

澤好
よしはる

治　（座談会座長）

『産業保健21』編集委員長、北里大学名誉教授

大
おお

久
く

保
ぼ

利
としてる

晃
労働安全衛生総合研究所 研究推進・国際センター特任統括研究員
元・産業医科大学学長、元・財団法人放射線影響研究所理事長

櫻
さくらい

井治
はるひこ

彦
（公社）日本作業環境測定協会会長、慶應義塾大学名誉教授
元・産業医学総合研究所所長、元・産業医学振興財団理事長

　　参加者（五十音順）
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〈座談会〉I 産業保健支援体制の変遷

委員会の中で「これからは中小企業の面倒を見なきゃ

いけない」という会話がしきりに交わされておりまし

た。日本医師会として医師会を中心に地域のセンター

を作り、そこへ人材を集めて地域に産業保健サービス

を提供しようという話をしていた最中でした。

　そうしたら、わたしたちの結論が出る前にそういう案

が出てきて、突如できることになった、という印象で

す。推進センターができる最初のきっかけはあんまり

よくわからない。

　ただ、そうやって自分たちが考えていたことが目の前

に現実の案として出てきたということで、じゃあ協力

しようじゃないかという雰囲気でした。

櫻井　わたくしも、きっかけはまったく知らないんです。

1972（昭和47）年に労働安全衛生法（以下「安衛法」

という）が公布されてから、目立った職業病等がかな

り制圧されて、労働安全の面で非常に成果があがって

いましたが、そのスピードが落ちてきた頃でした。比

較的大きな事業場を中心とする産業保健の限界のよう

なものが見えてきて、より地域を単位とする行政的な

支援が必要だという判断があったんだろうと思ってお

りました。自然に良い方向に動いてくれているな、人

材もそれに応じて増えて、ありがたいことだな、と。

半田　わたしは、31年間、労働省※におりました。そのう

ち17年を安全衛生部で過ごしております。しかし、ち

ょうど産業保健推進センターが設立された時期、わた

し自身は南方に行って。在インドネシア大使館の労働

担当書記官を務めておりまして、推進センター設立の

経緯はわたしも直接は知らないんです。1993（平成５）

年の４月１日に、基発第225号「地域産業保健センタ

ー事業について」、基発第227号「都道府県産業保健推

進センターの設置について」という通達が出ています。

本当のところは内部で議論がいろいろあっただろうと

思いますが、大久保先生がおっしゃったお話は、地域

産業保健センターに発展していったんだと理解してい

ます。まさに郡市区医師会にお願いをして中小企業の

ための産業保健サービスを提供するという。

にインタビューしての誌上参加という形になりました

が、本日、４人の方に集まっていただき、座談会を執

り行うこととなりました。ご多忙中、本当にありがと

うございます。是非この25年を振り返り、おおいに語

っていただいて、今後の産業保健の進路によい示唆を

与えていただきたいと存じます。

　全体を４つのパートに分け、「産業保健支援体制の変遷」

「記憶に残る重大事件」「近年のキーワード」「産業保

健スタッフの役割」というテーマで進めてまいります。

相澤　最初に「産業保健支援体制の変遷」です。本誌が

発刊される２年前、1993（平成５）年に産業保健推

進センターが全国で６か所設置されました。10年後に

は全国すべての都道府県に広がったということですが、

大久保先生、このときは……。

大久保　わたくしは、ちょうどこのときには日本医師会

の産業保健委員会でお手伝いをしておりました。当時、

1. 整備の時代

労働省　1938（昭和13）年１月に内務省衛生局、社会局などの仕事を統合
して、まず「厚生省」が発足。その厚生省で行われていた労働行政を統合
して、1947（昭和22）年９月に発足したのが「労働省」である。その後、

1999（平成11）年、厚生省と労働省は再び１つになり、現在の厚生労働省
となっている。

座談会座長：相澤好治　　北里大学医学部衛生学公衆衛生学の教授、医
学部長等を務め、産業保健界の人材を育成。現在は（一社）日本繊維状
物質研究協会理事長、日本医師会産業保健委員会委員長など要職多数。
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動されていたことを覚えています。ただ、わたし自身

は当時あまり産業保健に取り組んではいませんでした。

相澤　事業仕分けにより、2012（平成24）年度末までに

産業保健推進センターは15拠点と32連絡事務所に縮減

されました。

大久保　先ほど申し上げたように、医師会として会話は

していたが、人材をどうやって育成して、こんなふう

に応えてとか、例えばこの10年、何を目標にするかと

か、そういう会話の記憶がほとんどありません。事業

のほうが先に走り出してしまった。47都道府県に設置

が完了し、形としては整ったところで突然整理された

という感じでした。まあ、実際問題として、「センター

構想」がどういうふうに寄与できたのかなというのが、

わたしとしては気になっていましたが、やっぱりどこ

かが中心になるとしたら、医師会以外にないと思いま

す。医師会が将来構想としてこういうのをやろうよと

いって、それに行政が予算をつける形がいちばんスマ

ートでしょう。そうした問題意識でいた矢先に、縮減

大久保　そのものずばりじゃないでしょうか。発展の段

階になってからは原爆の研究のほうに移ったので、直

接やらせていただく機会はあまりありませんでした。

　当時、今の医師会長（横
よこくら

倉義
よしたけ

武日本医師会会長）が福

岡の医師会で理事をやっておられました。

　わたしは産業医科大学（以下「産業医大」という）に

おりましたから、やっぱり福岡でもやらなきゃという

んで、すぐ福岡の医師会に飛び込みましたね。産業医

大がお手伝いするから、とお話して、ちょうどそのこ

ろ、馬
ば ば

場快
やすひこ

彦先生が産業医大の教授を定年で退職され

たので、当時の横倉理事に提案し、馬場快彦先生に福

岡産業保健推進センターの所長をお願いした。

松本　わたしは1990（平成２）年から大宮医師会の仕

事を少しするようになりました。たしか1993（平成

５）年に地域産業保健センターが開設され、翌年だっ

たと思いますが、大宮に埼玉県で２番目の地域産業保

健センターができました。そのときの大宮医師会長が

産業保健に力を入れている方で、労働衛生コンサルタ

ントもされていました。ぜひ小規模事業場で働いてい

る方々を支援しようという意欲に燃えておられて、活

2. 整理・仕分けの時代
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という形で逆行してしまったのは残念でした。

櫻井　わたしは、2008（平成20）年から2009（平成21）

年にかけて、埼玉産業保健推進センターの所長を１年

間務めております。ほぼ形は完成していて、埼玉県医

師会の方には熱意をもって協力していただいて、いろ

いろ仕事をさせていただいた。埼玉県には産業保健へ

の理解が深い先生が多いですね。

大久保　埼玉県は、もともと県の医師会長が熱心にやっ

ておられて、たぶんそういうバックグラウンドがあっ

たからできたんでしょうね。

櫻井　埼玉産業保健推進センターでわたしの前に所長を

やっておられたのが和田先生（和
わだ おさむ

田攻。東京大学名誉

教授）。産業医大の学長に就任されて、その後任でわ

たしが１年やって、そのあと、荒記先生（荒
あらき

記俊
しゅんいち

一。

元・産業医学総合研究所所長、労働安全衛生総合研究

所初代理事長。東京大学名誉教授）に交代しました。

松本　事業仕分けが行われた2010（平成22）年頃は、わ

たしは大宮医師会の副会長として産業保健を担当して

おりました。また、埼玉県医師会の常任理事としても、

産業保健を担当しておりまして、荒記先生に代わられ

た県の産業保健推進センターで、わたしが初代の運営

主幹を務めました。

　荒記先生とは何年間か運営主幹としてお付き合いいた

だきましたが、あのとき確か、地域産業保健センター

を随意契約※から公募にするという話があって、医師会

自体も揺れたことを思い出します。結局、埼玉県医師

大久保利晃　　1983年、産業医科大学の環境疫学教室教授に就任。以
来同大で産業医育成に尽力。2002年～ 2005年には同大の学長を務め
た。元・（公財）放射線影響研究所理事長など。

随意契約　国や地方公共団体などが競争入札によらず、任意で決定した相手
と締結する契約。

〈座談会〉I 産業保健支援体制の変遷

　1993（平成５）年４月１日に、基発第225号、基発第227号が通
達されています。これは現在行われている産業保健総合支援事業に
つながるもので、それぞれ次のような通達でした。
■基発第225号「地域産業保健センター事業について」
　産業医の選任義務がなく、また医師の確保や労働者に対する健康
指導、健康相談等の産業保健サービスの提供が困難な小規模事業場
で働く労働者に対する産業保健サービスを充実させることを目的と
して、地域産業保健センターを設置することを通達するものです。
初年度は全国47か所に設置し、その後は状況を見ながら順次整備す
るとしています。
　また、地域産業保健センターの実施機関は、国と委託契約を締結
した郡市区医師会とするとされ、これは制度に変遷はありました
が、実質的にその体制は現在まで続いています。
　業務は健康相談窓口の開催、個別訪問による産業保健指導の実
施、そして、産業保健情報の提供等です。

■基発第227号「都道府県産業保健推進センターの設置について」
　産業医を中心とする産業保健関係者がその機能を十分に発揮でき
るよういっそうの支援を行うために都道府県産業保健推進センター
の設置、運営を通達するものです。
　初年度は、山形県、栃木県、愛知県、兵庫県、広島県、福岡県の
６か所に設置し、その後は地域バランスを勘案しながら順次整備す
るとしました。産業保健推進センターは、今号の「産業保健の歴史
年表」にあるように、2003（平成15）年度までに全都道府県に設
置されています。
　その業務は、地域産業保健センターに対する支援、産業保健に関
する専門的相談、産業保健情報の収集提供等、産業医等に対する研
修およびその支援、産業保健に関する広報啓発などが挙げられ、そ
の中の「産業保健情報の収集提供等」の内容の１つに「産業保健関
係情報誌の発行」があります。この事業を、その２年後の1995（平
成７）年に創刊された本誌『産業保健21』が担っています。

産業保健センターの登場
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会が受託することになりました。

　正直申しまして、経営環境の厳しい事業場を支援する

わけですから、産業医の活動を展開しようとする民間

団体が応募するとは思えません。やはり地域の医師会

が受けるしかないというのが結論でした。

相澤　そういった時代を経て、「産業保健を支援する事

業の在り方に関する検討会」というのが2013（平成25）

松本吉郎　　2011年埼玉県医師会常任理事、14年大宮医師会会長を歴
任し、16年6月より現職。日本医師会では、医療保険、産業保健などを
担当。医師の働き方改革などに取り組む。

　わたくしは仕分けの前の時代から数年前まで、ずっと労働者健康
福祉機構のころから産業保健推進センターが行う研究の評価委員を
やっておりました。全国の産業保健推進センターで何らかの研究を
行う予算がついていて、テーマが上がってくるとそれを評価してい
ましたね。熱心なところは、２つテーマがあるので優先順位をつけ
てほしいとかいってくることもありました。いつも秋に機構で研究
発表会をやって、全国のセンターから所長ほか何人かで出てきて討
議していました。今もずっと続いています。すごく勉強になりまし

た。長い付き合いです。
　もう１つは、労災病院の臨床医の先生方には産業保健の研究を従
来にも増して積極的に推進してほしいということで、平成16年頃
から、労働者健康福祉機構が10を超える重点研究領域を設定して
研究予算を付け、その研究成果を評価する仕事をしばらくの期間や
らせていただきました。これらは地域と全国の産業保健活動に直結
する研究で、日本職業・災害医学会の存在も相まって、現在にも及
ぶ大変有益な活動と思っています。

年に厚労省に設置されて、再構築を模索する流れも出

てきて、2014（平成26）年に産業保健三事業一元化が

決まり、産業保健活動総合支援事業がスタートしたわ

けでございます。また一方、労働者健康福祉機構が労

働安全衛生総合研究所を統合し、さらに日本バイオア

ッセイ研究センター事業も引き継ぐ形で労働者健康安

全機構に改組されたのが2016（平成28）年でございま

す。そのころはどういう状況でしたか。

半田　実は三事業統合の話が出て、まとまりかけたころ

は私はまだ安全衛生部で安全課長を務めておりました。

労働衛生課でやっている三事業統合の話は、そういう

話もあるのかくらいで聞いておりました。その７月に、

安全衛生部長を拝命いたしました。その時点で三事業

統合は決まっておりまして、むしろその先の労働者健

康福祉機構と労働安全衛生総合研究所と日本バイオア

ッセイ研究センターを統合していくというので、その

ための説明を一生懸命考えておりました。

相澤　松本先生は。

松本　わたしは地元の大宮医師会の会長になり、地域産

業保健センター長を兼任しておりました。県の産業保

健推進センターと並行して関わらせていただいたおか

げで、いろいろ助かりました。非常に苦しい時期もあ

りましたが、コーディネーターさんや保健師さんの協

力をいただいて乗り切ってきました。先生方にもい

ろんな悩みとか取り組みがあったのだなと思いながら、

お話を伺っておりました。

今後の研究成果に期待（櫻井談）

3. 再構築と発展の時代
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1. ダイオキシン、アスベスト、
職業性胆管がん

〈座談会〉Ⅰ 産業保健支援体制の変遷

II 記憶に残る重大事件
底的に調べました。相当高濃度なばく露ではありまし

たが、幸い、それによると思われる健康影響は見つか

らなかった。

　ぎりぎりセーフです。ヨーロッパのほうでは高濃度ば

く露のあった地域の住民には、そのためにニキビが出

たとかもありましたし、疫学的には高濃度ばく露で発

がんの問題があり、IARC※の発がん性リスク一覧では、

もっとも危険なグループ１に分類されているんですね。

どの臓器かということがはっきりせず、がん全体の罹

患率を高めるという特殊なテーマがあります。日本の

場合、ぎりぎりそこまで行かないというデータが出て

いました。ただ、不安が残ったのでその後も調査を継

櫻井治彦　　元・産業医学振興財団理事長、元・産業医学総合研究所所
長。労働現場における各種化学物質の健康影響の研究に長く携わり、リ
スクアセスメントなどの泰斗。

相澤　次のテーマは「記憶に残る産業保健の重大事件」

ということで。ダイオキシンとか、自殺とか、いろい

ろありました。

相澤　最初に、1997（平成９）年のダイオキシン問題、

2005（平成17）年のアスベスト問題、そして2012（平

成24）年の職業性胆管がんの問題が印象に残ります。

　櫻井先生のご専門ということで、最初にお願いします。

櫻井　わたしが産業医学総合研究所（以下「産医研」と

いう）に移ったのが1997（平成９）年ですが、そのと

きに大阪の清掃工場でしたね。

　従業員が非常に高濃度のダイオキシンばく露を受け、

　周辺の住民の方にも影響があるのではないかというこ

とで大きな問題になりました。ダイオキシンの基準値

をどうするかという問題がありました。当時、一般の

方については「４pg/kg/day」※ という国際的な基準が

出ておりました。それで、労働者の基準値は、一般人

として食べる量の上に追加されるということも考慮し

て産医研の中で相談してまとめて提案したことがあり

ます。それがそのまま日本で目安として使われていま

す。

　その後、2003（平成15）年から中央労働災害防止協会

（以下「中災防」という）に移って、引き続き、その

事業場の方々の健康の問題を調査・研究する委員会が

中災防にできておりました。髙
たかた

田勗
つとむ

（元・本誌編集委

員長、北里大学名誉教授）先生が委員長で、わたしが

副委員長を務めました。採血してどれくらいばく露し

ているか調べ、健康影響がどの程度あるか、かなり徹

4pg/kg/day　ダイオキシンの耐容一日摂取量。１日、体重kgあたり、4pg
（pg [ピコグラム]は10-12グラム）が摂取量の許容限度という意味になる。

IARC　International Agency for Research on Cancer（国際がん研究機関）
の略称。WHOの一機関で、発がん状況の監視、発がん原因の特定、発がん
性物質のメカニズムの解明などを目的として活動している。
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続するなど、いろいろありました。

相澤　ぎりぎりセーフだったんですね。

櫻井　もう１つは、胆管がん問題が大きかった。2012年

の３月ごろに労働災害の申請が出たのがきっかけでし

た。その年の５月には、日本産業衛生学会でも胆管が

んが１つの工場で多発している、５例くらい出ている

という発表がありました。ここで業務上外※の認定に関

する委員会が厚生労働省（以下「厚労省」という）に

できて、その第１回が９月で、翌年の３月まで５回に

渡って検討して、1,2-ジクロロプロパンと胆管がんの

因果関係を明確に認めました。その時点で16人発症し

ていましたが、うち11人が1,2-ジクロロプロパンとジ

クロロメタンの混合ばく露、５人は1,2-ジクロロプロ

パンだけ。因果関係は非常に明白で、最初から直感的

にわかります。よく調べると、ばく露した方は全員で

70人くらい。ということは、70人中16人が発症という、

とんでもないデータですよね。業務上外の問題は続い

ておりますが、今は労災申請はほとんど出てこなくな

りました。その後、ジクロロメタンだけ高濃度でばく

露して胆管がんになったケースがあり、それでジクロ

ロメタンも因果関係を認めています。これはすごく印

象に残っていますね。

相澤　半田専務はいかがですか。

半田　私は相澤先生が挙げられた３つとも深く関わって

いるので、順に手短にお話します。

　まず、ダイオキシン問題から。平成９（1997）年に大

阪の豊能郡で焼却作業に携わっている方がばく露した

という話があり、それがいったん落ち着いて、施設を

解体しようということになりました。解体作業でまた

ばく露が出たらいかんからというので、ばく露防止対

策をきちんとやって、せっかくだから解体工事に従事

する前と後で測って何でもないことが確認できるとい

い、たぶん大丈夫だろう、ということで化学物質調査

課（現在の化学物質対策課）が進めていました。私は

2000（平成12）年の６月に化学物質調査課の調査官を

拝命しましたが、ほどなく作業に従事している方の血

液検査の結果が出てきたんです。

　まず、何の権限もありませんでしたが、大急ぎで焼却

施設の解体工事を差し止めました。労働基準局長名義

で工事の中断を要請する通達を出して、いったん中止

してから、２か月かけて数字を調べたところ、どうも

解体作業は通常のやり方だけではだめなようだという

ので、空気呼吸器、もしくはエアラインマスク、そう

いったもので対策を講じれば工事を再開してよろしい

でしょうということをやりました。

　ただ、ダイオキシンに関しては、先ほど、櫻井先生が

おっしゃってましたが、日本では健康被害が出ていな

いんですよね。

櫻井　出てないですね。

半田　まったく出てないんです。

　TCDD※という毒性がいちばん高いダイオキシンは、

確かに危ないんですが、そのほかにもダイオキシンの

同位体がいろいろあります。それをTCDDに換算して、

0.5とか0.01だとかいう換算係数をWHOが作っていま

すが、どうもその基準で計算するとすごいばく露量に

なるけれども、実はそんなに健康影響が出ていなかっ

た。

相澤　アスベストでも苦労された。

半田　実は2005（平成17）年の前に、1987（昭和62）年

ころにも第１次騒動がありました。そのときに解体工

事のための吹付け石綿対策の指針を出すなどしてアス

業務上外　労働者の疾病や傷害が業務上の事由によるものか、業務上の事由
によらないものかということ。業務上外判断は労災の認定など労働者の処
遇・保護に重大な違いをもたらす。

TCDD　3,7,8-テトラクロロジベンゾパラダイオキシンの略称。ダイオキシ
ン類の中では最も毒性が高いと認められ、「人に対する発がん性がある」と
評価されている。

職業性胆管がん問題
　胆管は肝臓から十二指腸まで伸びている胆汁の通り道です。
この胆管の上皮から発生する悪性腫瘍が「胆管がん」で、60歳
以下では人口10万人あたり20人以下という稀な疾患です。し
かし、１つの工場から続いて計16人の胆管がん患者が出たため
2012（平成24）年に大きな問題となりました。その工場では
従業員が50人を超えてからも、労働安全衛生法に違反し、産業
医や衛生管理者を置いていませんでした。厚生労働省は、換気
の悪い職場で原因物質と見られる1,2-ジクロロプロパン、ジク
ロロメタンが高濃度で存在する蒸気を吸引などした結果、胆管
がんを発症した蓋然性が高いと認め、すぐに特定化学物質障害
予防規則等の改正、ばく露防止の指導などの措置を進めました。

2020.4　第 100 号12　産業保健 21　



環境省の三省四局に渡って話し合っていました。実は、

安衛法、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法

律、化学物質管理法、毒物及び劇物取締法、こういっ

たものがバラバラに規制しているのがいつも問題にな

っていたんですね。

　また、安衛法でいうと、規制している物質が100ちょ

っとなんですが、世間の方は、「規制していない物質は

安全である」と誤解している傾向があり、かえって危

ないところに走っていってしまう危険があります。

　そこで、「化学物質情報総合管理法」みたいなものを作

る必要があると考えました。化学物質の情報を持って

いるだけでいいから、川上から川下に至るまで、みん

なで共有しよう、という構想です。1999（平成11）年

の法改正でも、MSDS※の交付を義務付けるなどをやり

ましたが、これは物質を限定しているんです。そうで

はなく、物質を限定せずに化学物質を譲渡、提供する

ときは、わかる範囲でいいから、その情報を提供する

というのを一般ルール化しようということで研究会を

ベスト対策を講じてきていました。

　禁止するかという話もありましたが、なかなかできな

かった。しかし、規制していかなくてはいけないと取

り組んで、その後1995（平成７）年にクロシドライト

を禁止して、徐々に進めていました。そこにクボタシ

ョック※です。

　このころ国家賠償訴訟も起きました。2007（平成19）

年くらいから、訴訟がどんどん出てきて、わたしが退

官する直前、2014（平成26）年の７月に、最終的に国

が負けました。わたしは国会まで行って、行政を代表

して、原告団・弁護団のみなさんに申し訳ありません

でしたと頭を下げました。

相澤　職業性胆管がんでは。

半田　化学物質対策課長になって３年目の2014（平成12）

年、補佐から「大阪の印刷工場で胆管がんが出ている

との情報があります」と。 「どうかしたか」と聞くと、

胆管がんというのは普通は高齢者がなるもので、20代

や30代で出るのはおかしい、というんです。それでえ

らいこっちゃ、ということになりました。当時産業医

大准教授だった熊
くまがい

谷信
しんじ

二先生が最初に報告された。

櫻井　そう。当時、大阪にいらっしゃいました。

半田　それで、熊谷先生のところに飛び込んで、先生に

協力していただいて対策を講じよう、と。ちょうどそ

の頃、化学物質規制のやり方を変えたいと考え、厚労

省の労働基準局と生活衛生局に加えて、経済産業省、

半田有通　　1983年、労働省入省。厚生労働省労働基準局安全衛生部
労働衛生課環境改善室長、化学物質対策課長等を経て、安全衛生部長と
して平成26年の労働安全衛生法改正を最後に退官。

クボタショック　2005年６月、大手機械メーカー・クボタの旧神崎工場
（兵庫県尼崎市）周辺で付近の住民にアスベストによる疾患が発生している
と報道され、それを契機にアスベストによる健康被害が社会問題化した。

MSDS　かつて日本で用いられていた「化学物質等安全データシート」を
意味する略称。現在での呼称は国際的にSDSに統一された。

〈座談会〉II 記憶に残る重大事件

アスベストとは
　アスベストは、天然に存在する繊維状鉱物で、石綿（いしわ
た、せきめん）とも呼ばれます。熱や摩擦等に強く、安価なこ
とから建設資材の他、さまざまな工業製品に使われてきまし
た。しかし、空気中に浮遊するアスベスト繊維を吸入すると、
肺がんや悪性中皮腫、石綿肺などの疾患が発症する恐れがある
と考えられており、特に建築物に多く使用されていた吹付けア
スベスト等は、経年劣化や損傷などにより飛散しやすいため、
不動産取引時にはアスベスト調査が義務付けられています。
　アスベストを含んだ吹付け材としては、クリソタイル（白石
綿）、クロシドライト（青石綿）、アモサイト（茶石綿）などが
あり、現在は製造や使用等が禁止されています。
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ていると思っていたんです。でも、今お話を伺ってす

でに気づいてそういう提案までされていたんだと知っ

て、たいへん感激いたしました。

相澤　それから次のテーマは自殺のことなんですが。事

前に河野先生にインタビューしております。

（事前インタビューから）　

河野　1998（平成10）年に自殺者が突然３万人を超えま

した（図１参照）。そのピークは2003（平成15）年

で34,427人でした。顕著に増加したのは男性です。

原因は複合的でよくわかってないのですが、その一番

大きな要因は経済問題だと考えられています。1997

（平成９）年から翌年にかけて金融危機がありました。

2012（平成24）年にようやく３万人を切りました。そ

の後は現在まで減少が続いています。確定値は2018

（平成30）年が最新ですが、2019（令和元）年の暫定

値は20,164人となっています。こうした減少の要因と

しても経済状況の好転が大きいと考えられているよう

です。

　働く人だけについていえば、1995年はコンピュータ元

年で、オフィスワーカー１人に１台のPCが与えられる

時代になりました。このとき日本では300万台のPCが

売れています。それまでは鉛筆書きしたものを事務補

助者に渡せばきれいな文書になっていたのですが、こ

の作業をPCで自分がしなければならなくなりました。

事務補助者がいなくなってしまったのです。こうした

ちょっとした変化が労働負荷を高めていったというこ

ともあるでしょう。

　自殺については、1999（平成11）年に行政上の大きな

変化がありました。旧労働省は、「心理的負荷による精

神障害等に係る業務上外の判断指針について」と「精

神障害による自殺について」の２つの労働基準局長通

達を出し、それまで原則として認めてこなかった精神

障害と自殺を、一定の要件を満たすことを前提とはす

始めておりました。

　そこに胆管がん事件が起きた。まさに、このような、

「規制されていないものは安全だろう」という誤解か

ら生じた。こうした事態を防ぐためには、「化学物質情

報総合管理法」こそ抜本的対策になる、と。これで前

に進むと思ったのですが、実はこれがとんだ見込み違

いでした。

　マスコミが、日本は遅れているというイメージで報道

したために違う方向に走らざるを得なくなって…。世

界の実情は、全然違っていて、むしろ日本は真っ先に

進めていたんです。日本バイオアッセイ研究センター

で、ジクロロプロパンの毒性検査もちゃんとやってい

ました。

櫻井　そうそう。やっていました。

大久保　お話をうかがっていて、今現に、特定化学物質

障害予防規則（以下「特化則」という）の見直しなど

をやっていらっしゃるようですが、わたくし外野の立

場に立って見ていて、実は規制の考え方が極めて遅れ

河野慶三　　1980年厚生省入省。86年労働省へ主任中央じん肺診査医
として異動。THP導入の中心人物といわれる。元・富士ゼロックスの
全社産業医。メンタルヘルスの専門家でもある。

2. 自殺者急増、
電通事件の最高裁判決

電通事件　1991（平成３）年８月、電通の社員が自殺した事件。社員は長
時間労働によりうつ病を発症し、それによって自殺したとして損害賠償請求
を起こした。最高裁の判決により企業の安全配慮義務、注意義務違反が認め

られ、遺族への高額の賠償金支払いが命じられた。
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判所は過失を認定し、事業者が事業者としての注意義

務を果たしていないと判断することを明示したのです。

事業者が労働者の健康状態を把握していなければ注意

義務違反、把握していても適切な措置をしていなけれ

ばそれも注意義務違反となりました。この判決は判例

として現在も、安全配慮義務、注意義務の判断の拠り

所となっています。

半田　わたし、1997（平成９）年から2000（平成12）年

まで、安全衛生部の計画課で企画課長補佐というのを

やりまして、異動した年は、実は1998（平成10）年か

ら始まる「第９次労働災害防止計画」（以下「９次防」

という）を作る年でした。その前の２年間、兵庫労働

基準局の安全課長をやってました。震災直後の神戸だ

ったんですが、そこでやはりみんな復旧復興工事の安

全に目が向いていたんですが、結構目についたのが自

殺者の話だったんです。連合主催の安全大会のような

ものが神戸であったときに、ある企業の反応性うつ病※

の話が出てきて、うつ病による自殺者の問題が取り上

るものの、労働者災害補償保険法にもとづく業務上認

定の対象とすることにしたのです。これは、精神障害

と自殺の業務上外判断に関する180度ともいえる転換

でした。労災防止対策は労働基準行政の最重要課題の

ひとつです。その意味で、このときから行政は労働者

のメンタルヘルス問題に直接関与しなければならなく

なったということができます。

　その翌年の2000（平成12）年に電通事件※の最高裁判

決が出ました。この判決は行政のメンタルヘルス対策

を強く促しただけでなく、社員の健康管理が企業のリ

スク管理の対象となったという意味で非常に大きな出

来事でした。企業の安全配慮義務に対する考え方が法

的に整理されたんです。事業者には、業務に直接起因

する健康障害を防止することだけではなく、労働者の

健康状態を常に把握し、健康上の問題がある場合には

適切な措置をとる義務があることを示しました。この

健康状態には、もちろん精神的な健康状態も含まれま

す。そしてそれを怠っていたことが立証されると、裁

反応性うつ病　歴史的に、「内因性うつ病」に対置して用いられてきた病名
で、うつ状態がありその発生に明らかな心身のストレス要因が関与している
と医師が判断したものを指している。うつ病の分類に関する考え方が変わ

〈座談会〉II 記憶に残る重大事件
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図１. 自殺者数の年次推移

資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成

り、現在は、内因性うつ病も含めて正式な診断名としては用いられなくなっ
た。

産業保健 21　152020.4　第 100 号



　作業に入る人は全部それに登録して手帳をもたせて、

　外部線量だけではありますが、仕事に入ったときは

日々胸に被ばく線量計を付けていく。理屈だけでいえ

ば非常に満点のやり方をしてきた事案です。

相澤　なるほど。

大久保　2011（平成23）年の3月から12月まで、総理大

臣の指令で作業の上限基準を100mSvから250mSvに上

げたんですね。その間に作業で入った人たちは国の責

任で今も健康管理をやっています。その人数が民間労

働者だけで19,808人です。これ以外に警察とか消防と

か、国家公務員、地方公務員の人たちも入っています

が、その人たちは別の管理形態でちゃんと見ています。

　民間の労働者で研究対象にしている19,808人のうち、

厚労省がとりまとめたものですが、通常の規則に基づ

いた５年間線量100mSv以上という人が全部で174人い

ます。100mSvというのは、原爆被爆者の経験からする

と、これを超えると確定的な障害が優位に上がるとい

うレベルです。普通の言葉で言えば、何か症状が出て

もおかしくないというレベルですね。ただ、19,808人

のうちの174人です。

　研究としては、一人一人の外部線量以外のいろいろな

データがあるので、そういうものを使いながら全身の

預託線量とか、ほかにも線量の表現の仕方がいろいろ

あるので、そういうものもやっていかないといけない

んですが、まだ手が回っていません。

げられていました。

　やはりそうだったのか。ということで、これはもう取

り組まなくちゃいけないと思っておりました。1997（平

成９）年に本省に戻って、９次防の原案を作るときに、

　このあたりを明記することにしました。

相澤　東海村JCO臨界事故※が1999（平成11）年にあり、

福島第一原発事故が2011（平成23）年にありました。

大久保先生はどう見ていらっしゃいますか。

大久保　東海村の話、ちょっとひどすぎる話ですね。行

政がどういうふうに対応したのか、それはまた別の話

がたぶんあるんだろうと思いますが、それ以上のこと

は特には詳しくありません。

　福島第一発電所の話は今、現に担当させていただいて

います。これは世界的には、数の上でも関係者がいち

ばん多いし、疫学調査という観点からしても、いちば

んしっかりできている調査かなと思います。世界には、

いろいろとスケールの大きい被ばく事件がありますが、

きちっとした形で記録が残ってないものが多い。そう

いう点でも、福島事故は、時間的な遅れはあったにし

ても、きちっと名前が記録されていて、通常の原子力

作業者の登録事業というのをちゃんと活用して、緊急

東海村JCO臨界事故　1999（平成11）年９月、JCO東海事業所の核燃料
加工施設内でバケツでウランを扱うなどずさんな作業工程が原因で、ウラン
の臨界事故が発生し、至近距離で中性子線を浴びた作業員３名のうち、２名

が死亡、１名が重症となり、他に667名の被ばく者を出した。INES (国際原
子力事象評価尺度) でレベル４の事故と認定されている。

3. 東海村JCO臨界事故、
福島第一原子力発電所事故

自殺の原因・動機
　多くの自殺は、多様で複合的な原因や背景があり、簡単には
言及できません。警察庁の「自殺統計」は、2007（平成19）
年から、原因・動機を最大３つまで計上することで、より詳細
な原因・動機別の自殺の状況を公表しています。
　1998（平成10）年に自殺者が急増した際には、「家庭問題」
や「勤務問題」が若干増加し、「健康問題」や「経済・生活問
題」が大きく増加しています。
　2007（平成19）年以降の原因・動機別の自殺の状況では、
「健康問題」が最も多く、「経済・生活問題」、「家庭問題」、
「勤務問題」が続いています。2018（平成30）年では、自殺
の原因・動機が特定された15,551人のうち、「健康問題」が
10,423件、「経済・生活問題」が3,432件となっています（重複
あり）。※データは警察庁「自殺統計」より
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〈座談会〉Ⅰ 産業保健支援体制の変遷

相澤　先生方に「近年のキーワード」について語ってい

ただきたいと思います。松本先生は現在、医師の働き

方改革にも取り組んでおられるということですが。

松本　産業保健の担当ということで、日本医師会で働き

方改革の担当も兼任しております。これも国の検討会

や労働政策審議会（以下「労政審」という）の議論を

並行して参考にしながら、日本医師会も相澤先生のご

指導の下で検討委員会を設けております。

　さきほど自殺の話が少し出ましたが、特に医師の働き

方改革を考える場合、そもそも医師の働き方とはなん

ぞやというところからスタートしなければならなかっ

たんじゃないかと思います。これは日本医師会の横倉

会長の思いでもありますが、プロフェッショナルな働

き方とはどんなものかというところからスタートすべ

きだったと思っております。

　ただ、残念ながらというか、医師の長時間労働対策と

いう観点からどうしてもスタートせざるを得ませんで

した。電通事件や、研修医の自殺の問題もあり、そう

いう観点から始まったため、長時間労働を是正しなけ

ればならないという流れになり、窮屈な議論になって

しまったように思います。

　そういった制約の中で始まったのですが、特に勤務医

の健康を確保するという観点と地域医療をしっかり守

っていかなければならないという、ある意味で相反す

る課題をどう両立させていくかというのがいちばん大

きな課題です。双方のバランスを常に考えながら進め

ていかなくてはいけません。このバランスに厚労省も

医師側も苦労しているところです。

　また、医師の働き方を検討する上でいろいろな課題

があります。病院内の産業医の役割、女性医師の支援

をどうすべきか、また労政審で話題になっている副業

と兼業の問題、これも大きな課題です。労政審では全

業種の議論をしており、なかなか医師固有の課題に踏

み込んだ話ができておりません。医師は、９割以上の

方が兼業・副業しており、一般の労働者の方とはまっ

たく違う特殊な職業です。しかも、賃金やキャリア形

成の問題だけではなく、地域医療を守りながら、他方、

教育・研究といった課題もある中で副業・兼業のバラ

ンスをとっていかなければならない問題でありなかな

か結論が見えておりません。大きな課題がありますが、

産業医の役割が脚光を浴びたこともありますので、真

摯に取り組んでいかなくてはならないかなと思ってい

ます。

松本　わたしのもうひとつ大きな役割として、医療保険

を担当しており、中央社会保険医療協議会（以下「中

医協」という）の委員をしております。そのなかで、

治療と仕事の両立支援の話が出ています。

III 近年のキーワード

1. 医師の働き方改革

2. 治療と仕事の両立支援
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　数年前から、産業保健と診療報酬の関わりを考える場

がほしいという話をずいぶんしてきました。またタイ

ミング良く、横倉日本医師会会長は産業保健に造詣

が深く、また、副会長の今村聡先生も産業保健の担当

が長く、しかも医療保険の担当でした。そのラインが

重なりうまく進んでいます。中医協のほうでも、前回

（平成30年）の改定で、療養・就労両立支援指導料と

いうことで、はじめて産業保健に関連した評価がなさ

れて、非常に大きな一歩でした。現在はがんの患者さ

んに限るとなっており、また仕組みも複雑で、なかな

か有効に機能していないという見方もありますが、令

和２年の改定では、対象とする患者さんの範囲を脳卒

中、肝疾患、あるいは指定難病に広げるとか、また、

仕組みももう少しわかりやすく、使いやすいものにす

るよう、厚労省と検討を重ねております。そういうと

ころから、患者さんを支援する仕組みができればいい

と思っております。

半田　すばらしいですね。ありがたいです。

大久保　このあたりの話は、健康って何なのか、もとに

戻る話なんですね、そうすると、プレゼンティーイズ

ム※をどうするかという話とか、世界的にみると日本の

労働生産性はあんまり高くないとか、そういうのと全

部絡んでくる話なんですよね。

　もうひとつ、具体的な例では、医師として積極的に治

療にあたった主治医が、産業医を兼ねていることが多

いんですよ。そうすると、疾病のある人が復職できる

健康状態だという医師としての判定をして、今度は会

社のほうでその人を受け取っていいのか判定しなくて

はいけない。これ、許されるのかな、非常に難しい話

かなと思います。

　知っているがゆえに判断が難しくなるということも起

こる。開業医の先生にはそういうケースが起こりやす

い。地域のすぐそばに住んでおられる先生に病気中の

面倒を見られて、もう復職していいよという。しかし、

今度産業医として行ってみたらその人の仕事との関係

を判定しなくちゃいけない。すでに必要以上に知って

いる。これがいいのか悪いのか。すぐに正解はわから

ないけども、今後両立支援をやっていくと、こういう

ケースが増えるのかとちょっと思いました。

松本　先生のおっしゃるとおりだと思います。そう多く

はないと思いますが。

大久保　このへん、少し整理しておいたほうがいいかも

しれませんね。

松本　そうですね。

半田　大久保先生、お尋ねしていいですか。「産業医と

主治医を兼ねていることの問題」はわかる気もするん

ですが、わたしは今日本ボイラ協会という小さい組織

の経営側なわけですね。小さい組織ですがやっぱり職

員の病気とか復職の問題があるんですが、うちはやっ

ぱり外の方に産業医をお願いしているんです。すると、

職場の現状をあまりご存じない。だからあるときは

我々が過剰だったりします。「病気でも復職させて少し

ずつ慣らせていったほうがいいんじゃないか」と思っ

ても「できない」とおっしゃったり、あるいは今度は

逆に、「この調子で戻すのはけっこう難しいんじゃない

か」とわたしたちが思っても産業医の判断は「大丈夫」

という。それで受け入れるんですが、しばらくしてや

はりまた休職してしまう。それが続くと、自動的に退

職になってしまうんですね。かわいそうなことになっ

てしまう。だから、会社もわかっている、治療もでき

るという先生のほうがありがたいような気がするんで

すが。

プレゼンティーイズム　presenteeism（病気就業）。病気などによる欠勤を
「アブセンティーイズム」（absenteeism）というが、それに対して、出勤
しているが何らかの不調のために生産性が上がらない状態のことをいう。近

年研究が進んでいる。

治療と仕事の両立支援について
　病気にかかった場合、本人が働くことを希望し、主治医が治
療と仕事の両立が可能だと判断した場合は、職場の産業保健ス
タッフなどや、上司や同僚にとって、それを支援することが重
要な課題となります。厚生労働省作成の『事業場における治療
と仕事の両立支援のためのガイドライン』には、がん、脳卒中
などを治療しながら働く方への支援にあたっての留意・準備事
項、進め方が記載されています。
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/about/
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伺いたい。

櫻井　先ほどもお話があったように、一般の方々には規

制されていないものは安全だという誤解が広まってい

ます。だいぶ前から意識していました。そこで国によ

るリスクアセスメント事業が2006（平成20）年から始

められた。これが非常に大事な事業で成果もたくさん

上がっています。

　その１年前、化学物質管理のあり方に関する検討会と

いうのが当時の化学物質調査課で開かれて、その後何

代にも渡って同じような検討会があり、わたしは、た

またま初めのころ座長を務めました。

　実は、環境省でそれまで関わっていたPRTR※では、化

学物質の排出量を報告させるだけで、それ以上の義務

をかけていません。報告だけ求めるんです。しかし、

報告しなきゃならないもんですから、どういう化学物

質をどこでどれくらい外気や排水に出しているという

のが世の中に知られるので、必然的にコントロールせ

ざるを得ないという方向に行っているわけですよ。だ

から報告を求めるだけで効果があるんだなということ

を強く感じておりました。

　この検討会の中で、事業場で使っている化学物質を全

部報告させるというのはどうだろう、報告だけで非常

に効果があるんじゃないかという話をしたんですね。

　かなり賛同する人がいました。全部報告させるのは大

変なので優先順位をつけてだんだん広げていきましょ

うということで始まったのがこれなんです。報告だけ

求めているわけです。

　リスクアセスメントをやるのは、報告が上がってきた

中でばく露がひどそうなところを選んで、中災防とか

力量、能力のあるところに委託して、調査に行かせて

もらうという形です。命令ではないので、調査に応じ

てくれるところを確保するのは苦労していますが、ち

ゃんと応じてくれるところもあります。

　実際にばく露を測定してみると、意外にもばく露の多

いところが見つかる。そこでばく露限界値をすでに超

えているというのを、規制の対象にしているわけです

大久保　そう考えるか、産業医の仕事の範囲をもう一度

考え直すかですね。そこまでいわなきゃいけないのか

どうか。そもそも雇用の話なので経営者が責任を持つ

べき話ではあるんですよ。

半田　もちろん、最終的には経営者が判断するんですけ

ども。

大久保　判断するときにどうしても専門家の意見を聞き

たいから聞いているだけであって、産業医の場合と主

治医の場合とで違いますよね。そのへんが整理できれ

ばもう少しいいのかもしれない。

櫻井　産業医として主治医の意見を聞いていろいろな措

置をすることが仕事としてありますからね。それが１

人２役はなかなか。

大久保　知ったがうえに判断が難しい。実際これからの

話題でそういう話いくらでも出てきそうですよね。

半田　両方わかっているから判断に苦しむということで

すか。

大久保　今わたしが出した問題というのはそういうこと

です。医師として両方の立場から情報を取るもんだか

ら、それを別のほうで使っていいのかという問題です。

会社だけやっていたら知らない情報を主治医をやった

がために知ってしまっている。その情報を使ったら、

フライングじゃないかなという疑問があるんですね。

相澤　櫻井先生にはリスクアセスメントについてお話を

3. リスクアセスメント

PRTR　Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届
出制度。人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質が、事業所から環
境（大気、水、土壌）へ排出される量および廃棄物に含まれて事業所外へ移

〈座談会〉III 近年のキーワード

動する量を、事業者が自ら把握し国に届け出をし、国は届出データや推計に
基づき、排出量・移動量を集計・公表する制度。2001（平成13）年４月か
ら実地されている。
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大久保　全体的な仕組みをまず作ることが大事と思う。

半田　どちらが先か難しいところですよね。わたしも今、

リスクアセスメントの話をうかがって、担当課長をや

っていましたから改めて認識したんですが、現実には、

大久保先生がおっしゃったように、規制対象物質を増

やしていく方向で現在進んでいます。大きなビジョン

ができているといいんでしょうが、「ここだけとりあえ

ず」と言って動き出すと、やっぱり役人としては今あ

る制度に乗せていく。それで、大久保先生のご不満の

ようなことになるのかもしれません。

大久保　簡単な話で、全衛連（全国労働衛生団体連合会）

の数値を見ると、モノによって違いますが、特殊健診

の異常率というのがありえないほど高いんですよね。

　たぶん特殊健診のときに定期健診の判定も一緒に混じ

っているじゃないかな。

櫻井　因果関係のないものも挙げてしまう。ある程度判

断した上で有所見とするのが望ましいけども、それは

なかなか難しい。それで、所見のあるものを全部異常

率にしてしまっているのかもしれません。

大久保　列挙方式で健診やれといっているのがまずおか

しい。実際、産業医に聞いてみると、どこで切ってい

いか全然わからないという。お金のあるところは全部

入れちゃう、ほんとにシビアにやろうと思えば、これ

いらないからってどんどんやめてしまう。そこは現在、

何も指導がないんですよ。

櫻井　それはおそらく、もう少ししてから、丁寧なガイ

ね。

　はじめの数年は、それだけで規制の対象にしていまし

たが、３年目か４年目から慎重になりました。１年目

に問題が見つかったところは、翌年または数年後にも

う一度詳しく調べる。同じばく露でも、その事業場に

特異的なものは何も全体の規制の中に入れる必要はな

い。どこでも使われ、問題になりそうなものはやっぱ

り特化則に入れましょう、ということでやってきてい

ます。

　もう十いくつ追加されています。調べて大丈夫だった

というのが50くらいあるんですよ。問題があるのが10

から20の間くらい。問題があるからもう少し調べよう

という宿題になっているのが10まで行かないけどある。

ただそういうふうに実際に行ってみて、問題のある確

率が非常に高いことがわかりました。

　化学物質のばく露については、ある程度改善が進んで

いるように思われたところでも現場は変化する、生き

ている。コントロールが十分でない事業場がいまだに

多いのが実態です。政府がこういうリスクアセスメン

トをやっている国はほとんどない。これはすばらしい

と思う。

　それと同時に事業者の自律的な管理に依存せざるをえ

ない。そのリスクアセスメントは事業場でやってくだ

さいということで始まって、今は簡易なリスクアセス

メントの手法が厚労省のHPに７つくらい上がっていま

す。安全、安全衛生、衛生と３種類ありますけど、化

学物質のリスクアセスメントがばく露限界値がなくて

もできる簡易な方法です。それでかなり進んでいます

が、簡易な方法なので、安全サイドを多めにとってい

るため、厳しめに出る。その場合は精度の高いリスク

アセスメントを専門家に依頼して判断するように、と

いう流れになっていて、少しずつ、あるべき姿に近づ

いていると思います。

大久保　それがあるのに、特殊健診しなくちゃいけない

というのは、わたしには矛盾して聞こえます。

櫻井　ああ、そうかもしれません。
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した。メンタルへルスは基本的に労働者個人の問題で

あり、その範囲を広げるとしても企業と個人すなわち

労使の問題であると考えられていました。

　ところが、1982（昭和57）年の日航機羽田沖墜落事故※

で、働く人のメンタルヘルス問題に対して瞬間風速的

に社会の関心が高まりました。

　そのあと1984（昭和59）年にクレイグ・ブロードが

『テクノストレス』という本を書いて、これにも関心

が集まっていました。

　労働省はもともと高齢化問題の対策としてシルバー・

ヘルス・プラン（SHP）をやっていたんですが、そう

いう社会の動きの中で、身体だけでいいのかという問

題提起がありました。

　SHPは旧労働省の委託を受けて中災防がその推進母体

となっていました。中災防は「中高年齢労働者ヘルス

ケア検討委員会」を設けてその推進方策を検討してい

たのですが、その下部組織である「ストレス小委員会」

の提言を受けて、1986（昭和61）年に「企業における

ストレス対応　指針と解説」を出版しました。そこで

は、職場におけるメンタルヘルス問題をストレスの視

点で捉えることが提案されており、その考えが我が国

のメンタルヘルス対策の核となりました。 

　さらに、産業医学振興財団が同じ年に「労働衛生管理

におけるメンタルヘルス」を出しました。この本は、

産業医・衛生管理者・人事労務担当者に対する研修用

テキストとして作成されたものですが、SHPでは身体

の問題だけでなく「こころ」の問題も扱うことにしよ

うという流れをつくりました。それと同時に年齢の制

約もはずして、シルバー世代に限らず全従業員を対象

にしようということにもなった。「心身両面」に加えて

「中高年だけでなく全従業員を対象とする」ことから

「トータル」という言葉を使うことにし、「トータル・

ヘルスプロモーション・プラン（THP）」と名付けま

した。

　これを受けて、1988（昭和63）年に労働安全衛生法を

改正して69条に「健康教育等」という条文を新たに入

ドラインを出す予定だと思います。

相澤　では、受動喫煙対策について大久保先生にお話を

伺えますか。

大久保　喫煙率はいまだに高いですね。受動喫煙の問題

もまだいろいろ残っていると思います。

　産業医大の大
やまと

和 浩
ひろし

教授という、受動喫煙対策に熱心な

先生がいます。

半田　たばこ対策の始まりは、1992（平成４）年に快適

職場対策が始まって、その中に受動喫煙対策というの

が書き込まれていたと思います。それは健康障害とい

うより、不快に感じる人がいるならやめようというス

タンスだったと思います。その後、わたしは2006（平

成18）年に労働衛生課の環境改善室長に着任いたし

まして、そのころはたばこの害がいわれていましたの

で、受動喫煙対策をきちんとやろうと考えました。喫

煙による健康障害がしきりに言われていたものですか

ら、健康障害防止という観点から取り組みました。職

場ですから、業務起因性※もあるし業務遂行性※もある。

本人が吸っているわけじゃなくても職場の環境から起

こるわけです。

　だから、これは労働安全衛生行政で扱ってもいいだろ

うし、対策を講じることは必要であろうと。それで、

健康障害防止という観点からいえば、労働安全衛生規

則を改正するなどして、省令だけでも法令制度として

はできるなと踏んで、そういう方向へ一歩進めようと

考えて、着手していました。

相澤　メンタルヘルスについては、ご専門の河野先生に

お話を伺っています。

（事前インタビューから）

河野　私が旧労働省で仕事をしていたのは1986年から

1989年です。その頃は、「行政は労働者のメンタルヘ

ルス問題には直接かかわらない」という考えが主流で

5. メンタルヘルス、ストレスチェック

4. 受動喫煙対策

日航機羽田沖墜落事故　1982（昭和57）年２月、着陸直前の日本航空機が
羽田空港沖に墜落。乗客24人が死亡し、149人が負傷した事故。機長によ
る逆噴射が原因とされたが、機長は精神鑑定の結果、不起訴処分になった。

業務起因性　ケガや病気が仕事に起因するものであること。
業務遂行性　そのケガや病気が仕事中に発生したものであること。
※上記2つが業務上かどうかの要件となる。
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して、そのときに心身ともにやるべきだよねという感

じではありました。明確に精神疾患がどうこうという

そこまで強く認識していた印象はないんですが、心を

取り上げたという意味では河野先生のいわれるとおり

だと思います。

大久保　これこのまま、どんどん増えていったらどうな

るんですか。なんか手立てがあるのかないのかですね。

放射線の場合にも、いちおうさっき申し上げたように

数値的には因果関係とかドーズ・レスポンス※の関係は

出してはいるんですね。ところが労災のほうは、50％

というのがみなさんの基準だったのが、今は20％とか

10％とかそういうのがどんどん認められている。これ

は裁判所が決めるのでどうしようもない。どうやって

計算しても２割あるかないかというケースが堂々と労

災として認められてしまうので、わたしは意見を出せ

といわれても出せない。意見出してても20％で決める

ってわかってるんだったらその必要ないですもんね。

　今、わたしどもの研究所でも過労自殺のグループがあ

って、全症例、監督官が事情聴取をした調書を全部い

ただいて、疫学的な解析やっていますけども、とにか

くすごい数が来ています。こういうことも含めて、本

当に健康って何なんだろう。これから考えていかなく

ちゃいけないんじゃないかと思います。産業医がパン

クするし、医療も破綻するのではと危惧します。

相澤　また、ストレスチェックについて河野先生はこん

な話をされています。

（事前インタビューから）

河野　ストレスチェック制度は最近の施策なので、その

評価をする段階ではないのですが、全般的にみて、現

状のままで時間が経過したのでは、近い将来に「職場

におけるメンタルヘルス対策に役立つ」ことは期待で

きないという印象です。

　この制度の第一の目的であるセルフケアは、そのため

の知識とスキルがなければ実行できません。これを労

働者に身につけさせるための「教育」が不足していま

す。また、「相談」の態勢が整っておらず、セルフケア

れました。その指針が「事業場における労働者の健康

保持増進のための指針」で、そのニックネームがTHP

というわけです。

　このときにはじめて行政が正式にメンタルヘルス問題

を取り上げたんです。それで、行政的には1988（昭和

63）年が、メンタルヘルス元年ということになります。

　ただその頃は、事業者・人事担当者・管理監督者が労

働者のメンタルヘルスの問題に直面し、何とかしなけ

ればならないといった状況ではありませんでした。行

政も同様で、問題意識はあったが、それは将来に向か

っての理念的なものでした。

　現場、行政ともに、メンタルヘルス問題の当事者にな

ったのは、自殺の話題で触れた1999年～ 2000年の一

連の出来事以降です。

　最近話題となることの多いポジティブ・メンタルヘル

スについては、私自身は、労働者一人ひとりが労働契

約に縛られて働いている現実を直視すると、もろ手を

あげて賛成というわけにはいかないなと考えています。

事業者と労働者の目指すものが同一であれば問題は生

じません。しかし、両者には必ず利害が対立する場面

が生じます。そうした状況下で労働者側がポジティブ

に考え、行動するとは具体的にどういうことなのかが

判然としないことがその主たる理由です。

　快適な職場環境を形成し、維持していく上でポジティ

ブ・メンタルヘルスの考え方が役立つことは理解でき

るし、その意味で労働者の健康の保持増進に有用です。

しかし、それはあくまでもラインが中心となって推進

していくものだと考えます。産業医がその先頭に立つ

ものではないでしょう。産業医にとっては、リスク管

理のレベルに注力し、その完成度を上げることのプラ

イオリティが高いのではないかということです。

櫻井　1998年から自殺が増えたのがきっかけかと思っ

ていましたが、その前からだったんですね。そのあと、

認定基準を変更したのは自殺が増えたためといってま

したけどね。

半田　1988（昭和63）年の法改正は隣の課で見ておりま

ドーズ・レスポンス　dose-response。用量反応関係。生物に化学物質や物
理的刺激を与えたときに、その用量や作用の強度と、生物の反応との間に見
られる関係。

2020.4　第 100 号22　産業保健 21　



の支援が困難です。二つ目の目的である、高ストレス

者に対する医師による面接指導は、希望する受検者が

極めて少なく、その機能を果たしていません。三つ目

の目的である、集団の評価についても、結果の処理方

法をあらかじめ設定し、日常の活動に落とし込んでい

くという基本的な活動が展開されている事業所は限ら

れています。

相澤　最後にTHPと健康経営について、河野先生に伺っ

ています。

（事前インタビューから）

河野　労働者の健康管理は、以前は福利厚生施策として

位置づけられていましたが、現在では、リスク管理の

対象だと考えられるようになっています。

　福利厚生では費用は経費とみなされます。福利厚生施

策の成果の証明は難しいことが多く、活動を長期にわ

たって継続することに困難が伴いがちでした。THPで

は「健康は資源である」と位置付けています。労働者

の健康が阻害されること、すなわち資源の減少・枯渇

は、まさにリスクそのものです。ですから、THPに必

要な費用は「経費」ではなく「投資」です。リスク管

理の場合、あらかじめ想定されたリスクがヘッジされ

ることが投資効果になるので、その成果の証明は容易

です。THPは経営上の損失を防ぎます。

　健康経営でも労働者の健康管理の費用を投資だといっ

ています。その投資とは「利益」を生むことであり、

いわゆる「生産性」を上げることです。THPと健康経

営では投資のベクトルの向きが違います。健康経営は

経済産業省の施策として展開されています。厚生労働

省も加わっているのですが、施策の目的は健康管理活

動のシステム化、産業化であり、それによって日本国

の利益を生み出すことです。経済産業省としては、そ

れは省として当然の活動です。現在は、そのために必

要な情報収集をしている段階であり、すでに多くの情

報が集積されています。健康経営に産業医がかかわる

際は、この点の認識は必要だと思います。 

大久保　健康経営のうたい文句はわかる。しかし、その

先、具体的に何をやるかという話になると、とたんに

バラバラになってしまう気がします。

半田　今のところ、わりと、モメンタム（勢い）はつい

てますね。

大久保　そうですね。健康経営で講演会やると人が集ま

る。でも、実際にそれではっきりした成果を上げたと

ころがあるのかということになると、そのへんから怪

しくなる。

半田　森
もり

晃
こうじ

爾先生（産業医大教授）なんかは健康経営に

力を入れていますね。

櫻井　わたしは建設業労働災害防止協会のメンタルヘル

ス委員会に４年くらい関係しています。ヒヤリハット

はものすごく多い。過去１年間にヒヤリハットを起こ

したというのは60％くらいですね。その数年前に厚労

省で調べたのも、建設業で40数％、医療関係が50何％

ですごく多い。運輸も多い。

　メンタルヘルスのヘルスチェックとヒヤリハットの調

査を一緒にやってクロス集計してみると、簡易ストレ

ス調査票でストレス反応を起こしているような点数を

調べると、そういう人にヒヤリハット率が高い。

半田　そうでしょうね。

櫻井　メンタルヘルスを改善すればヒヤリハット率は下

がるし、それに応じて、それよりはるかに数は少ない

けど、実際の災害は減るだろうと思います。

6. THPと健康経営

〈座談会〉III 近年のキーワード
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相澤　最後に、産業保健スタッフの役割についてお話し

いただきます。大久保先生は産業医の育成にご尽力さ

れていらっしゃったと思いますが、どういうご苦労が

あったでしょうか。

大久保　時間的にいうと、わたしは、ここにいちばん時

間を使っています。具体的に申し上げれば、産業医科

大学ができてから、第１期の卒業生が産業医になろう

とする時点からわたしが関与して、いろんなことをや

りました。医学部を卒業しただけでいきなり産業医を

やれというのは無理な話なんです。ほかの診療の専門

家でも、歴史的に必ずいろんな形でトレーニングして、

やっと一人前になる。そういう筋道ができているわけ

ですが、産業医大の卒業生が出る時点ではできてなか

ったんです。これじゃまずいなと。

　 「修学資金」がありますからね、学生にしてみると、産

業医にならなかったらそれを返さなきゃいけない。な

らなければいけないが、大学はどうやってならせるか

を考えていない状態だったんですね。

　それで、卒業直後に産業医学基本講座という卒後３か

月間の講座をわたしが作りました。一期生からその講

義をするようになりまして。その直後、日本医師会か

らお呼びいただいて、産業保健委員会に入ったもので

すから、日本医師会もちゃんとした教育をしたいんだ

とおっしゃるので、産業医学基本講座のカリキュラム

をそのまま持ち込んで、これをやればいいですといっ

たら、もう各都道府県推薦の先生方から文句をいわれ

ました、こんな時間だれがやるんだと。それで、50時

間ということで決着がついたんです。

　ただいずれにしても、これから産業医をやろうという

人たちに対して最初に産業医は何をしなくちゃいけな

いという話が法律にはあったけれど、その上にあるも

のを作らなきゃいけなかった。

　実際にやりはじめて、いちばんびっくりしたのは、産

業医は何をしたらいいのかというのが、学会でもまっ

たく話が詰められていなかったんです。中毒学はみな

さんやっていらっしゃるが、「産業保健」という言葉は

そのあたりから使うようになった言葉で、労働者の集

団に対して、産業医としての仕事をするといったとき

に何を目的に勉強すればいいのかというところができ

てなかったんですね。やればやるほど、それがわかっ

てきた。

大久保　産業医専門医制度をつくろうと思って、日本産

業衛生学会の理事会に提案をしたんですが、そのとき

の理事会は中毒学者の集まりで、集団の健康管理、産

業保健管理のアイデアを持っている方がほとんどいな

IV 産業保健スタッフの役割

1. 産業医大「産業医学基本講座」

2. 産業医の国際基準は
こうして生まれた
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ゃんと修練する機会を作らないと本物はできない。試

験をいくらやっても社会に出たときに役に立たないん

ですよね。

　やっぱりこれから、産業医大にも今言っているんです

けども、修練のプログラムをきちんと作ってそのため

の場を作らないとだめだと。今後のわれわれの課題か

なと思っております。

相澤　ちょうど松本常任理事も、日本医師会で産業医の

これからの組織化に取り組んでいらっしゃるというこ

とですが。

松本　日本医師会常任理事に2016（平成28）年から就任

して、そのときはまだ大宮医師会の会長と兼任してい

ましたけども、産業保健を日本医師会としてさらに取

り組んでいかなければならないという思いがありまし

た。産業保健の担当をさせていただいてちょうど４年

になりますが、ストレスチェック制度が始まって、さ

らに治療と仕事の両立支援など、産業医に求められる

内容が色濃くなっており、専属産業医の先生方と嘱託

の産業医とではチームスタッフ等の環境の差もありま

すし、嘱託産業医は産業医活動をできる時間も限られ

ています。しかし、その中でどれだけ嘱託産業医の技

量を向上させ、仕事に見合った成果を上げるか。また、

適正な報酬の問題もあり、産業医の地域偏在とか需給

の問題もあります。諸問題を解決するために他職種と

かったんですよ。

　産業医学基本講座のほうも、プログラムを作るときに

どうしても必要だったので、産業医には最低何が必要

かというのをまず作りました。

　学会のほうも、専門医の試験をするにはあらかじめど

の範囲で何の試験をするかを決めないと試験できない、

それで、それを作ろうとしたけれど、学会の理事会で

は合意が取れなかった。

　そこでわたしは困って、国際労働衛生学会のほうに先

に行きました。ところが、国際労働衛生学会にも標準

がなかったんですね。

　フランスは、労災の証明みたいなことが産業医の仕事

だったし、アメリカは環境でトラブルが起きたときに

訴訟対策で意見を述べるのが産業医の仕事だった。

　いや、産業医というとは違うかもしれないが、相当す

るのはそういう医者だった。みんな違うんです。

　それじゃ参考にならない。しょうがないから、国際労

働衛生学会の理事会で、これちゃんと作らないと教育

の体系も作れないし、倫理の基準も作れないから、と

いう主張をしたら、それは幸い理解されました。

　じゃどうしようか、言い出しっぺだからお前が委員長

やれといわれて、そのまま教育の委員長になりました。

要するに全部自分でやったんです。国際倫理基準もわ

たしが作ったし、産業医の「共通の最低限の専門性」

（英語）の中身を書いたのも全部わたし。

　それを国際学会の理事会に出したらすんなり通って、

そこで日本に帰ってきて、日本の産業衛生学会に持っ

ていき、「これが国際基準です」とやったら、今度はだ

れも文句をいわなかった。

櫻井　ああ、そうかあ。

相澤　じつに日本的な……。

大久保　それで専門医制度も無事通って、専門医試験も

できるようになった、ということで、この辺りがひと

つの山場だったと今思い返しています。

　ただ、最後に１つだけ付け加えさせていただくと、今

思っているのは、やっぱり、実務ですよね。実務をち

3. 産業医を支援する
全国的な組織を
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府県医師会はじめ、800を超える郡市区医師会という組

織が持っていることにあります。いろんな先生方にお

知恵を拝借しながら取り組んでまいりたいと思います。

また、日本医師会としては、かかりつけ医の推進とい

うことを考えておりますが、それには産業医も学校医

も含めてかかりつけ医の役割として担っていなければ

ならないので、地域での活動の中で労働者の方々を支

援するという気持ちを医師として持ってもらいたいと

強く思っております。

大久保　そうですね。おっしゃるとおりと思いますが、

専属産業医の側から見ると、大手の企業の従業員は手

厚く健康管理されていて、在籍中はいろんな情報が使

えるようになってきています。特にコンピュータ企業

では、健康診断のデータを毎年判定するときに過去か

らの経緯を参考にしながら判定できるAIの仕組みが動

き出している。

　一見進んでいるように見えるんですが、少し社会制度

的にみると、ぜんぜんできてないですね。なぜかとい

うと、そうやって働いている最中は実際には症状が出

ない、出るころになると定年退職している。そうなる

と、企業に蓄積していたデータというのは今のところ

行き場所がないんです。

　法律では健康保険組合がご本人から要求があったとき

はデータを出すということはあるらしいけども、１人

ずつ来られたって対応できないですからね。今の社会

制度を見ていると、このままじゃ破綻するんじゃない

かなと思うんですよ。今は一生勤めあげて定年でやめ

るような人生じゃなくなってきてますからね。いろん

なところで途中でやめてほかに移動したりするとます

ますデータはばらばらになってしまう。

　今の労働安全衛生法では、事業者の責任で全部やるこ

とになっていて、労働者はそれを受けなきゃいけない

という話になっていますけども、その構造自体がもう

の連携や情報交換の場も必要だと思います。

　産業医が中立性を保ってきちんと働けるような体制を

作っていくことと、嘱託産業医と専属産業医がそれぞ

れ別の立場でやられていて、なかなかその連携がうま

くいっているとも言い切れない中で、それではいけな

いのではないか。産業医と関わるスタッフの方々の協

力のもとで、産業医が安心して活動に専念できるよう

な環境の整備をなんとか進めなくてはいけないと思い

ます。

　今、日本医師会の産業保健委員会の委員長が、大久保

先生から相澤先生に代わられていますが、相澤先生の

お力添えを得ながら全国組織化に取り組んでおります。　

１つのエポックメイキング的なことがございます。平

成31年１月に日本医師会の認定産業医が10万人を突破

しました。実際に活動している先生方は６万６千人く

らいですけども、先ほど申し上げたように、その先生

たちを支援する環境を整えたいと思います。

　ただ、そのためには医師会だけではだめだという思い

がわたしは強いんです。産業医大の東
ひがしとしあき

敏昭学長にも直

接お願いいたしましたし、産業医大の森晃爾先生、堀
ほり

江
え

正
せいち

知先生、日本産業衛生学会の川
かわかみ

上憲
のりと

人理事長や、

　産業医学振興財団の清
しみず

水英
ひですけ

佑先生、労働者健康安全機

　構の有
あるがとおる

賀徹先生にも直接お願いをしました。そして、

　中災防など産業保健に関わる全ての関係団体の方々に

加わっていただいて、全国的な産業医の組織を構築し

たいと思っております。日本医師会の強みは、各都道

4. 地域中心に健康データを
もう一度つなぎなおす
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（事前インタビューから）

河野　医者の資格だけではできないことが３つあります。

　１つは母体保護法指定医。たとえば私が中絶手術をし

たら殺人になってしまいます。もう１つは、精神保健

指定医。そして、３つ目が産業医です。この３つに共

通しているのは「人権」に直接関わる問題であること

です。

　産業医に関しては、通常、患者は医師を選択する自由

がありますが、産業医は選べません。その企業に複数

いればある程度可能ですが１人しかいないとできない。

事業者は産業医の意見を聞いて就業上の措置を決める

わけですから、まさに人権に関わる問題を抱えている

わけです。産業医は特別な立場にあり、ただの医者と

は違う。

　そのために大久保先生たちが研修制度を一生懸命作っ

てきたと思います。ただ50時間の講習を受けただけで

産業医の仕事ができるわけではないし、本当の専属産

業医がどれだけいるかはよくわかりません。

　現状でも産業医は手いっぱいです。守備範囲はあまり

広げすぎないほうがいいと思います。

大久保　医師は選べるけど産業医は選べない……なるほ

ど、このくだりはおもしろい。

櫻井　そうですね。

大久保　考えてみたらそうですよね。事業者が選んでる

んだ。

櫻井　産業医の守備範囲を広げすぎないほうがいいとい

じき破綻をきたすのではないかと思います。

　地域中心にもう一回つながりなおして、全部つながる

情報にしないといけないんじゃないか。すると、専属

産業医という今の制度そのものもたぶん変わらないと

いけない。そういう構造は考えなくてはいけないんじ

ゃないか。

　これ、だれが音頭とれるんだろう。厚労省は厚生省と

労働省が一緒になったんだからできるはずなんですけ

ど、結構外野が多いらしくって難しい。すると、医師

会主導でやる以外ないのかなと思うんです。これから

大事になってくる。

松本　なんとか日本医師会中心に主導して、そういった、

オール日本というとちょっと大げさかもしれませんが、

産業医の力を結集して、諸問題にあたっていくという

ことが必要なのかなと思います。

相澤　地域で、生涯にわたっての健康、記録をつなぐ構

想ですね。

大久保　そうですね、なんか今、PHR（パーソナルヘル

スレコード）※とかいってやってますけども、あれみん

な、バラバラになっているんです。コンピュータの遊

びでやっているだけで、人の動きをだれも考えてない。

相澤　産業医だけじゃなくて、産業保健師とかを含めた

産業保健スタッフについて河野先生がお話になってい

ることがあります。

5. 産業医は選べない

PHR　パーソナル・ヘルス・レコード（Personal Health Record）の略。
生涯型電子カルテ。個人の医療情報を電子カルテ化して、一元的に管理する
システム。診療所や病院での検査結果や診断、治療、服用薬、健康診断の結

果や自宅で測定した血圧や体温なども含めて統合的に記録、管理するもの。

〈座談会〉IV 産業保健スタッフの役割
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う意見も出てますよね。責任を持たされ、苦しい立場

にあるから。

相澤　また、産業保健師についても、河野先生にお話を

伺っています。

（事前インタビューより）

河野　大企業では保健師主体でやっているところも多い

ようです。労働安全衛生法では保健師を選任する義

務が書かれていませんが、それには理由があります。

1947年（昭和22年）に労働基準法が制定され、その際

「衛生管理者」という国家資格ができました。これは

みなさんよくご承知のことと思います。「医師である衛

生管理者」（これは現在の産業医ですが）もこの時に制

度化されました。

　衛生管理者は、事業場における衛生に関する実務を主

体的に行うことをその任務としており、法制度上はこ

れで足りることになります。

　それがその理由です。さらに、保健師の有資格者は労

働基準監督署に届ければ、衛生管理者の資格を得るこ

とができます。ですから、現実にその必要があれば、

そうすればいいわけです。

　しかし、衛生管理者が現実に機能しているかという問

題があります。衛生管理者が、たとえばメンタルヘル

スの問題にどれだけかかわることができるのかを考え

ただけでも、それは理解できるでしょう。製造業の現

場ではその存在が見えるのですが、法律で義務付けさ

れているから名目的に置いている事業場が多いのが現

実です。 

　なお、50人未満の事業場、ここには衛生管理者も産業

医も法律上の選任義務がありませんが、労働者の健康

管理に保健師を活用してはという意見もあるようです。

大久保　そのとおりだと思います。実態を見ると、衛生

管理者については、会社の中でそんなに力を持たせて

もらっていない人が多いと思う。保健師のほうがそう

いう意味では活躍している人が多いのかなという気が

します。地域産業保健センターなんかでは、衛生管理

者の資格で動く方より保健師の方が実際には活動して

おられるんじゃないですかね。

松本　そうですね、やはり県の総合支援センターとか地

産保事業に関しては保健師の方が活動していますね。

大久保　優秀な保健師さんが入ると、やっぱり全体がう

まくいくというのが事実だと思う。

　今、保健師の方たちは、法律的なバックを作ろうとし

ていると思いますが、それを考えていくと、産業保健

とは何なのか、産業医が何をすべきなのかという疑問

に話が戻るんですよね。だから異なった資格にすべき

かどうかというのも基本的に考え直す必要があるかも

しれません。これはわれわれ医師としての問題もあっ

て非常に難しい。

半田　産業看護師と産業保健師とは別なんでしょうか。

大久保　一応区別します。医師でいえば公衆衛生の勉強

をちゃんとした人たちですね。基盤の看護学でいえば

同じ教育を受けている、しかし、保健師はそれに加え

て公衆衛生看護の勉強をしている。ですから今のよう

に集団に対して保健師として全体のポリシーを決める

とか評価するとか、そういう仕事が資格上はできるよ

うになっている。ただ基本的には同じですから、看護

師の資格のままでやっている人もいます。

相澤　そうですね。もっとも、呼び方の問題については

ともかく、どちらも産業保健活動にとって欠かせない

存在であることは間違いありません。また、日常業務

と並行して衛生管理者として重責を果たしていらっし

ゃることも多い人事や総務の社員の方も同様に重要で

す。『産業保健21』は「産業医・産業看護職・衛生管理

者の情報ニーズに応える」という使命を担っておりま

すが、今後もこの座談会に参加していただいた先生方

を始め、多くの方のお知恵を借り、教えを請いながら

ますます情報の質を高めてまいりたいと思います。本

日はたいへん有益で興味深いお話をたくさんありがと

うございました。

★

6. 産業保健師の活躍
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　「産業保健21」では、産業保健活動の実務に
資する具体的、実践的な情報を提供しています。
今後、更なる充実を図るため、アンケートにご
協力いただきますようお願いいたします。
　次のいずれかの方法でご回答いただきますよ
うお願いいたします。

※このアンケートでご記入いただいた内容は『産業保健21』制作の参考にさせていただきます。

ＱＲコード　
右のＱＲコードを読み込み、表示された登録ページから
ご回答ください。

「産業保健21」100号アンケートのお願い

ホームページ
下記ホームページのアンケートページからご回答ください。

（URL）https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/
johoteikyo/tabid/1622/Default.aspx　

創刊100号に寄せて

本誌『産業保健21』は、1995（平成７）年７月、当時の労働福祉事業団が実施する産業保健推進

事業において、その重要な柱である「情報の提供事業」を担う媒体として、産業医を始め、産業

保健師、衛生管理者、労務管理者等の産業保健関係者に向けて、実務的な知識、ノウハウを提供

することを目的に創刊されました。

誌名は、「目前に迫った新たな世紀である21世紀を担い発展させるのは、心身ともに健全な労働力

によるものである」という理念に立ち、同時に「21世紀への祈りを込めて」命名されたものです。

新しい世紀に変わってからもすでに長い時が過ぎました。

その間本誌は、創刊号から第６号まで、館
たち

正
まさとも

知岐阜大学名誉教授が編集委員長を務めて礎を築き、

その跡を継いだ髙
たかた

田 勗
つとむ

北里大学名誉教授が第７号から第80号までの約19年の長きに渡って現在の

形に育てられました。

私は、その形を守り、発展させていくべく、第81号より編集委員長の任を引き継いで、現在に至

っております。

四半世紀の間たゆまず発行を続け、ついに100号に至った『産業保健21』は、これからも、ますま

す複雑化していく社会の中で「健康で安心して働ける職場づくり」に取り組む産業保健スタッフ

のみなさんのために、現場で役に立つ情報の提供に全力を尽くしてまいります。

「産業保健21」編集委員長　相澤好治

厚生労働省は新型コロナウイルス感染症につい
ての最新情報が得られるFAQやQ&Aをまとめ
たコーナーを設けてあります。上記URLのリン

ク先でご覧ください。また、右に掲げたQR
コードから厚生労働省のLINE公式アカウン
トを友達追加することもできます。

新型コロナウイルス感染症に関するQ＆A　
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html#Q&A
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